
 

　

(1) (1) 業務運営の基本的姿勢

① ①
ア

ア

2

イ イ 顧問会議の開
催状況

昨年度
評価：Ａ 2

3

ウ ウ 高齢者・障害
者等に対する
適切なサービ
ス提供に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

3

評価 評価理由

1

　高齢者及び障害者等の法によ
る紛争解決に必要な情報やサー
ビスの提供を求めることに困難
がある方に対しては、その置か
れた環境に特別に配慮し、関係
機関・団体との連携協力体制を
確保しつつ、支援センターの業
務を周知するための方策につい
て工夫・検討するとともに、出
張法律相談を充実させるなど高
齢者及び障害者等が必要な情報
やサービスの提供をより容易に
受けられるような業務運営を推
進する。

1 業務運営の基本的姿勢等1 業務運営の基本的姿勢等(1)業務運営の基本的姿勢等

①業務運営の基本的姿勢

ア 　日本司法支援センター
（以下「支援センター」と
いう。）は，国民に身近で
頼りがいのある司法を実現
するために各種業務を行う
法人であることにかんが
み，真に国民に親しまれ頼
りにされる存在となるよ
う，その業務運営において
は，非公務員型法人である
ことの利点を活かした様々
な創意工夫により，高齢者
及び障害者等に対する特別
の配慮を含め，懇切・丁寧
かつ迅速・適切な対応その
他利用者の立場に立った業
務運営を常に心がける姿勢
を基本とする。

　利用者の立場からの幅広い意
見を聴取し、今後の業務運営に
活かすため、外部有識者から構
成される顧問会議を各事業年度
に１回以上開催する。

1

評価の基本方針              

中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

業務運営の基本的姿勢

2　総合法律支援の充実のための措置
 に関する事項

　ただし，Ｂ評価については，委員の協議により，必要に応じて，業務の実績が比較的良好な場合にはＢ＋と評価できるものとする。

利用者の立場
に立った業務
運営の取組状
況

昨年度
評価：Ａ

利用者の立場に立った業務運営
　支援センターの業務運営においては、引き続
き、非公務員型法人であることの利点を活かし
た様々な創意工夫により、懇切・丁寧かつ迅
速・適切な対応その他高齢者及び障害者に対す
る特別の配慮を含め、利用者の立場に立った業
務遂行に常に心がける姿勢を基本とする。

　利用者の立場からの幅広い意見を聴取し、今
後の業務運営に活かすため、外部有識者から構
成される顧問会議を平成２３年度内に２回以上
開催する。

　高齢者・障害者等への周知に関しては、平成
２２年度に作成した民生委員等向けパンフレッ
トを活用し、民生委員等の研修会において業務
説明を行うとともに、同様に作成した知的障害
者向けパンフレットを活用し、関係機関と連携
を取り、業務説明会を行う。
　高齢者及び障害者等自ら相談場所に赴くこと
が困難な方を対象とする出張法律相談などを充
実させるため、引き続き関係機関・団体と連携
協力しつつ、必要に応じて説明会や協議会を実
施するとともに、出張法律相談に対応すること
が可能な体制を整備する。

利用者の立場に立った
業務運営

　支援センターの業務運営にお
いては、引き続き、非公務員型
法人であることの利点を活かし
た様々な創意工夫により、懇
切・丁寧かつ迅速・適切な対応
その他高齢者及び障害者に対す
る特別の配慮を含め、利用者の
立場に立った業務遂行に常に心
がける姿勢を基本とする。

日本司法支援センターの平成２３年度業務実績評価に関する項目別評価表（案）

自己
評価

評価の指標

Ⅰ　総合法律支援の充実のための措置
  に関する目標を達成するためとるべ
  き措置

実績（要旨）中期目標

Ａ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らし，中期目標を達成することが見込まれる状況である。
Ｂ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らし，工夫や努力によって中期目標を達成することが見込まれる状況である。
Ｃ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らすと，中期目標の達成は困難で業務の改善が必要である。

Ⅰ 総合法律支援の充実のための措置に関する目標を達成
  するためとるべき措置
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評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

② ②

③ ③ 効率的で効果的な業務運営

4

5

4

5

イ 利用者の意
見，苦情等へ
の対応状況

昨年度
評価：Ａ

利用者の意見、苦情等への
適切な対応

　支援センターが提供する
サービスに関する利用者か
らの意見，苦情等につい
て，支援センターの業務運
営の参考にするとともに，
必要に応じて業務の改善等
適切な対応を行う。

利用者の意見、苦情等への適切な対応
　支援センターが提供するサービスに関する利
用者からの意見、苦情等について、支援セン
ターの業務運営の参考にするとともに、必要に
応じて業務の改善等適切な対応を行う。また、
意見、苦情等を集約・分析して接遇研修を始め
各研修に活用するとともに、関係機関に提供す
る。

ウ 　国費の支出の適正及び国
費を投入して行う事業の意
義・効果についての国民の
関心が高まっていることを
踏まえ，支援センターの役
職員は，常にコスト意識を
持ち，納税者の視点から，
資金の投入の必要性，支出
の適切性，投入資金額に見
合う効果の有無等を十分に
考慮して業務運営に当た
り，必要に応じ，自発的に
創意工夫をして，効率的で
効果的な業務運営を実現す
るための改善をしていくも
のとする。

効率的で効果
的な業務運営
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ｂ＋

　国費の支出の適正及び国費を投入して行う事業
の意義・効果についての国民の関心が高まってい
ることを踏まえ、役職員は常にコスト意識を持
ち、納税者の視点から、資金の投入の必要性、支
出の適切性、投入資金額に見合う効果の有無等を
十分に考慮して業務運営に当たり、必要に応じ、
自発的に創意工夫をして、効率的で効果的な業務
運営を実現するための改善に努めることを基本姿
勢とする。

効率的で効果的な業務運営

　国費の支出の適正及び国費を投
入して行う事業の意義・効果につ
いての国民の関心が高まっている
ことを踏まえ、役職員は常にコス
ト意識を持ち、納税者の視点か
ら、資金の投入の必要性、支出の
適切性、投入資金額に見合う効果
の有無等を十分に考慮して業務運
営に当たり、必要に応じ、自発的
に創意工夫をして、効率的で効果
的な業務運営を実現するための改
善に努めることを基本姿勢とす
る。

　支援センターが提供するサー
ビスに関する利用者からの意
見、苦情等について、支援セン
ターの業務運営の参考にすると
ともに、必要に応じて業務の改
善等適切な対応を行う。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

ア 　支援センターがその役割
を十分に果たすことができ
るよう，支援センターの存
在及びその業務の内容につ
いて周知を図る。

① ① 効率的かつ効
果的な広報活
動に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ｂ

② ②

③ ③

④

イ 　広報に関しては，効率性
の観点を踏まえつつ効果的
に実施するものとする。広
報効果とこれに要した費用
について事後に分析し，そ
の結果を後の広報戦略に反
映させる。

④ ⑤

66

②支援センターの存在及びその
  業務の内容についての周知

　支援センターの利用経験があ
る者等の認知経路として上位を
占めるテレビ広告、ホームペー
ジ等の広報効果の高い媒体を活
用し、支援センターの事業等に
関する情報を効果的に提供す
る。

　記者説明会の機動的な開催
や、省庁、地方公共団体等の関
係機関・団体との連携を通じた
周知活動に努める。

　様々な機会を通じて、本部・地方事務所にお
いて、平成２２年度を上回る回数の記者説明会
（プレスリリース）を実施する。

　金融庁、日本弁護士連合会等とともに、多重
債務問題への取組を継続するほか、民生委員へ
の周知活動に向け、機動的な業務説明会等を実
施するなど、省庁、地方公共団体等の関係機
関・団体との連携を通じた周知活動に努める。

　効率性の観点を踏まえつつ効果的な広報を実
施するため、基本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を策定し、同計画に基づき広報活動
に取り組む。また、当該広報活動に要した費用
と効果について、アンケート調査結果等を参考
にするなどして事後に分析し、その結果を平成
２４年度の広報計画に反映させる。

(2)支援センターの存在及びその業務の内容についての
 　周知

　認知度調査を実施する。支援センターが、よ
り多くの国民に利用され、頼りにされる存在と
なるよう、業務内容等について上記方法により
周知し、認知度を上昇させる。

　テレビ広告、ホームページ等の広報効果の高
い媒体を活用し、支援センターの事業等に関す
る情報を効果的に提供する。

(2)支援センターの存在及びその
   業務の内容についての周知

　効率性の観点を踏まえつつ効
果的な広報を実施するため、基
本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を各年度策定し、同
計画に基づき広報活動に取り組
む。また、当該広報活動に要し
た費用と効果について、アン
ケート調査結果等を参考にする
などして事後に分析し、その結
果を翌年度の広報計画に反映さ
せる。

　支援センターが、より多くの
国民に利用され、頼りにされる
存在となるよう、業務内容等に
ついて上記方法により周知し、
認知度を毎年度上昇させる。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

① ① 一般契約弁護士・司法書士・常勤弁護士
の確保

ア ア

イ イ 全国的に均質
な国選事件の
担い手の確保
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

ウ ウ

9

エ エ 常勤弁護士の
確保に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ＋

9

7

88

①一般契約弁護士・司法書士・常勤
  弁護士の確保等

ア 　総合法律支援の中核を担
う支援センターの体制整備
のため，民事法律扶助事件
の受け手となる弁護士・司
法書士が少ない地域，国選
事件の受け手となる弁護士
が少ない地域を含め，民事
法律扶助事件の受任者の確
保態勢，捜査・公判を通じ
一貫した弁護人確保態勢等
の全国的に均質な確保を図
るべく，一般契約弁護士・
司法書士の幅広い確保及び
常勤弁護士の所要の数の確
保に努める。

7

(2)組織の基盤整備等

全国的に均質
な民事法律扶
助事件の担い
手の確保に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ｂ

(1)一般契約弁護士・司法書士・
 　常勤弁護士の確保等

　各地において、弁護士会の協力を得て引き続
き、国選弁護人及び付添人契約に関する説明会
の実施や説明資料の配付等を行い、契約内容の
周知及び契約弁護士の確保に努める。また、常
勤弁護士を採用し、国選弁護事件の受け手とな
る弁護士が少ない地域に常駐若しくは巡回させ
る。

　被害者参加人のための国選弁護制度の担い手
となる弁護士の確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、引き続き弁護士会と連携協力し、
被害者参加弁護士契約に関する説明会の実施や
説明資料の配付等を行い、契約内容の周知及び
契約弁護士の確保に努める。

　民事法律扶助の担い手となる弁護士・司法書
士の確保態勢を全国的に均質なものとするた
め、引き続き弁護士会・司法書士会と連携協力
し、新規登録時期に合わせた説明会や研修会、
取り組むべきテーマごとの協議会を開催するな
どして、契約弁護士・司法書士を確保する。ま
た、弁護士・司法書士が少ない地域について、
一般契約弁護士等による巡回相談又は常勤弁護
士の常駐若しくは巡回を行う。

(1)一般契約弁護士・司法書士・常勤弁護士の確保等

　常勤弁護士の確保のために、日本弁護士連合
会、単位弁護士会、司法研修所等の関係機関・
団体の協力を得て、常勤弁護士の業務内容や魅
力、採用情報等について、司法修習生、弁護
士、司法試験合格者、法科大学院生等に対する
説明を行い、応募を促すとともに、経験豊富な
中堅弁護士の確保に向けて、６０歳未満の既登
録弁護士に対して常勤弁護士の採用案内や応募
書類等を送付し、応募を促す。

2 組織の基盤整備等

　被害者参加人のための国選弁
護制度の担い手となる弁護士の
確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、弁護士会と連携協
力して、契約弁護士を確保す
る。

　総合法律支援の中核を担う支
援センターの体制整備のため、
契約弁護士・司法書士の幅広い
確保に加えて、所要の常勤弁護
士の確保に努める。

一般契約弁護士・司法
書士・常勤弁護士の確保

　民事法律扶助の担い手となる
弁護士・司法書士の確保態勢を
全国的に均質なものとするた
め、弁護士会・司法書士会と連
携協力し、必要に応じて説明会
や協議会を実施するなどして、
契約弁護士・司法書士を確保す
る。また、弁護士・司法書士が
少ない地域について、一般契約
弁護士等による巡回相談又は常
勤弁護士による常駐若しくは巡
回を行う。

　捜査及び公判又は少年審判を
通じ一貫した弁護人及び付添人
確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、弁護士会とも連携
協力し、捜査及び公判又は少年
審判を通じ一貫して弁護活動及
び付添活動を担う弁護士を確保
する。また、国選弁護事件及び
国選付添事件の受け手となる弁
護士が少ない地域に、常勤弁護
士による常駐又は巡回を行う。

2 組織の基盤整備等



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

② ②

ア 　

イ

③ ③

　 　

④ ④

　 　

10

11

10

イ 日弁連等との
連携協力の
下，司法過疎
地域における
法律サービス
の提供に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ

意欲的で国民
の期待に応え
ることのでき
る常勤弁護士
の確保に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ＋

　常勤弁護士については任
期付採用とし，その報酬に
ついては実務経験年数にお
いて同等の裁判官・検事の
給与を参考にする。

常勤弁護士の採用
　常勤弁護士の業務内容、採用情報などにつ
いて、司法修習生、司法試験合格者、法科大
学院生及び既登録弁護士等に対する説明を積
極的に行い、総合法律支援への取組に意欲的
で、国民の期待に応えることのできる人材の
確保に努める。

常勤弁護士の採用
　常勤弁護士の採用に当たって
は、適時的確な人員配置その他
支援センターの業務の円滑で効
率的な運営に適応でき、裁判員
裁判にも適切に対応し得る刑事
弁護に高い能力を有する人材
や、関係機関・団体との連携協
力関係を適切に構築し得る人材
等を含む、総合法律支援への取
組に意欲的で、国民の期待に応
えることのできる人材の確保を
図る。

　司法過疎対策として，地
方裁判所支部管轄単位で実
働弁護士がいないか１名し
かいない地域を始め，人
口，事件数，実働弁護士
数，地域の交通の実情等を
総合考慮して弁護士等に法
律事務の取扱いを依頼する
ことに困難のあると考えら
れる地域の解消に取り組む
こととし，実働弁護士が多
数いる地域との距離・交通
の便，法律サービスの需要
の程度等を考慮しつつ，日
本弁護士連合会等とも連携
協力しながら，必要な地域
において，支援センターの
常勤弁護士による法律サー
ビスの提供体制の整備を図
る。

法律サービスの提供に係る体制の整備
　地方裁判所支部（以下「地裁支部」とい
う。）管轄単位で実働弁護士がいないか１名し
かおらず、当該地裁支部から公共交通機関を用
いて長時間を要することなく移動できる範囲内
に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が
事務所を開設している地裁支部が存在しない地
域を優先とし、加えて、地裁支部管轄単位で実
働弁護士１人当たりの人口が非常に多数である
地域のうち、当該地裁支部から公共交通機関を
用いて長時間を要することなく移動できる範囲
内に地裁本庁又は多数の実働弁護士が事務所を
開設している地裁支部が存在しない地域におい
て、当該地裁支部管内の人口・事件数等を考慮
しつつ、地域事務所を設置し、常勤弁護士を常
駐させる。
　前述の地域に隣接する地方事務所等に配置す
る常勤弁護士を巡回させることにより、同地域
において、法律サービスを提供するための具体
的な方策を企画・立案し、実施する。

常勤弁護士の待遇
　常勤弁護士については、実務経験年数が１
０年未満の者の任期を３年、実務経験年数が
１０年以上の者の任期を２年とし、それぞれ
２回まで更新可能とすることを基本としつ
つ、最初の任期を１年として、司法修習終了
直後の者等から常勤弁護士を採用する。
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エ 常勤弁護士の待遇
　常勤弁護士については任期付
採用とし、その報酬については
実務経験年数において同等の裁
判官・検事の給与を参考にす
る。

ウ 　常勤弁護士の採用に当
たっては，支援センターが
多様な分野にわたる業務を
行うことを考慮し，幅広い
人材の中から，例えば，裁
判員裁判にも適切に対応し
得る刑事弁護に高い能力を
有する人材や，関係機関・
団体との連携協力関係を適
切に構築し得る人材を含
め，支援センターの業務の
円滑で効率的な運営に適応
でき，総合法律支援への取
組に意欲的で，国民の期待
に応えることのできる人材
の確保を図る。

　加えて、地方裁判所支部管轄
単位で実働弁護士１人当たりの
人口が非常に多数である地域の
うち、当該地方裁判所支部から
公共交通機関を用いて長時間を
要することなく移動できる範囲
内に地方裁判所本庁又は多数の
実働弁護士が事務所を開設して
いる地方裁判所支部が存在しな
い地域において、法律サービス
の需要も考慮しつつ、弁護士
会、地方公共団体その他関係機
関とも連携協力しながら、支援
センターの常勤弁護士による法
律サービスの提供が可能な体制
を整備する。

法律サービスの提供に係る
体制の整備
　地方裁判所支部管轄単位で実
働弁護士がいないか１名しかい
ない地域のうち、当該地方裁判
所支部から公共交通機関を用い
て長時間を要することなく移動
できる範囲内に地方裁判所本庁
又は２名以上の実働弁護士が事
務所を開設している地方裁判所
支部が存在する地域を除外した
「実質的ゼロワン地域」におい
て、法律サービスの需要も考慮
しつつ、弁護士会、地方公共団
体その他関係機関とも連携協力
しながら、支援センターの常勤
弁護士による法律サービスの提
供が可能な体制を整備する。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

ア 　能力主義に基づく的確な
職員の採用及び人事配置を
行う。

① ①

イ 　人事交流等により，多様
な経験を積むことができる
人材育成の仕組みについて
検討する。

② ②

13

ウ 　常勤弁護士による裁判員
裁判への適切な対応を可能
とするための研修等，常勤
弁護士を含む職員の専門性
を向上させるとともに，効
率的で効果的な業務遂行が
できるようにするための研
修の実施及び研修内容の充
実に努める。他方で，研修
を行うに当たっては，過去
に行った研修の内容や効
果，研修に要した費用等を
考慮して，効率的で効果的
な研修の実施を心がける。

③ ③ 常勤弁護士を
含む職員に対
する効率的で
効果的な研修
の実施状況

昨年度
評価：Ａ

13

12

(2)職員の質の向上等

　利用者への良質なサービスを安定的に提供す
るため、職員の実務能力や専門性を向上させる
体系的な研修を、費用等を考慮して効率的にか
つ計画的に実施するとともに、効果的な研修と
なるよう研修内容の充実に努める。
　人材育成の観点から、職場内教育（ＯＪ
Ｔ）、集合研修及び自己啓発が相互補完的に機
能するような研修体系の見直し等を図る。
　また、常勤弁護士に対して支援センター本部
主催の研修を体系的に実施するとともに、各ブ
ロック単位の研修を充実させる。

②職員の質の向上等

職員の質の向
上を図るため
の，採用，人
事配置及び人
材育成面にお
ける取組状況

昨年度
評価：Ａ

　効率的で効果的な事務を遂行する観点から、
能力主義に基づく的確な職員の採用及び人事配
置を行う。

　職員の資質向上や人材育成を図るため、国、
独立行政法人、民間企業等を含む広範な関係機
関・団体との人事交流を図る。
　関係機関との更に緊密な連携関係の構築と職
員のスキルアップ等のために人事交流の充実を
図る。

　利用者への良質なサービスを
安定的に提供するため、職員の
実務能力や専門性を向上させる
体系的な研修を、費用等を考慮
して効率的にかつ計画的に実施
するとともに、効果的な研修と
なるよう研修内容の充実に努め
る。
　また、常勤弁護士に対する研
修を体系的に実施し、裁判員裁
判その他の事件への適切な対応
が可能となるよう常勤弁護士の
能力向上を図る。

(2)職員の質の向上等

　効率的で効果的な事務を遂行
する観点から、能力主義に基づ
く的確な職員の採用及び人事配
置を行う。
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　職員の資質向上や人材育成を
図るため、国、独立行政法人、
民間企業等を含む広範な関係機
関・団体との人事交流を図る。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

ア 　国費の支出を含む業務運
営の適正を確保するため，
支援センターの業務及び会
計について，監事及び会計
監査人による厳正な監査を
受けるとともに，業務執行
部門から独立した内部監査
体制の整備，強化を図るよ
う努める。

① ①

ア

イ

②

コンプライア
ンス体制の整
備，強化に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ｂ

14

イ 　内部統制を強化するため
に必要な措置について検討
し，実施する。また，支援
センターが行う業務が，法
令及び諸規程を遵守して行
われる体制を確立するた
め，コンプライアンス体制
の確立に向けた検討を進
め，所要の施策を順次実施
する。

② ③

15

ウ 　業務に関する不祥事の発
生を防止するために支援セ
ンターがとり得る対策を検
討し，実施する。

③ ④ 業務に関する
不祥事の発生
防止に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ

15

(3)内部統制・ガバナンスの強化等

　監事監査、内部監査及び情報セキュリティー
監査の結果を本部各課室及び地方事務所に伝
え、改善事項については早急な改善を求めると
ともに、全国地方事務所長会議等において、特
にコンプライアンスの徹底を呼び掛ける。ま
た、同監査結果等を踏まえ、規程の整備等の内
部統制を強化するために必要な措置について検
討・実施するとともに、職員に対する研修を実
施するなどして法令・規程等の周知を徹底し、
コンプライアンスの一層の推進を図る。

③内部統制・ガバナンスの強化等

　理事長の指示が支援センターの業務運営に的
確に反映されるよう、次のとおり組織運営を行
う。
　執行部会議を定期的に開催し、決定事項につ
いては速やかに組織内に伝達する。
　本部方針を地方事務所に適切に周知するとと
もに、支援センターの抱える課題等を協議する
ため、全国地方事務所長会議・事務局長会議、
ブロック別協議会を開催する。

　会計監査人による監査の指摘を踏まえ、監事
監査及び内部監査の際にその改善状況を点検す
るとともに、情報共有の場を設けるなど、会計
監査人監査との連携強化を図る。監事監査、内
部監査及び情報セキュリティー監査とも、基本
的には平成２２年度と同程度の規模とする。
　内部監査については、特にコンプライアンス
に関する監査を強化するとともに、国選弁護報
酬に関する監査方法を更に検討し、実施する。

　国選弁護業務に係る契約弁護士による不祥事
を防止するため、支援センターとして採り得る
対策を関係機関とも協議の上、可能な限り速や
かに実施する。また、契約弁護士に対して関連
する規則等を周知徹底し、過誤事案が発覚した
場合には、事案に応じて適切な対応をすること
により、コンプライアンスの一層の推進を図
る。

　上記監査結果等を踏まえ、規
程の整備等の内部統制を強化す
るために必要な措置について検
討・実施するとともに、職員に
対する研修を実施するなどして
法令・規程等の周知を徹底し、
コンプライアンスの一層の推進
を図る。

　平成２０年１０月に発覚し
た、国選弁護業務に係る契約弁
護士による報酬の不正請求事案
を契機として、支援センターで
は、接見回数３回以上の被疑者
国選弁護報酬請求があった事案
全件について、調査を実施する
とともに、同様の不祥事を防止
するため、報酬請求の際に疎明
資料の添付を必要とする措置を
講じたところであるが、更なる
対策を要する点及び採り得る対
策を検討した上で、必要な対策
を速やかに実施する。また、契
約弁護士等に対して関連する規
則等の周知を徹底し、二度と不
適切な事案が発生しないよう万
全の措置を講じ、コンプライア
ンスの一層の推進を図る。
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(3)内部統制・ガバナンスの強化等

　国費の支出を含む業務運営の
適正を確保するため、内部監
査、会計監査人の監査及び監事
監査の連携の在り方を検討する
とともに、業務執行部門から独
立した内部監査体制の整備・強
化を図るなどして、監査の質・
量について充実・強化を図る。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

16

ア 　全国の地方事務所（地方
裁判所本庁所在地に設置さ
れる事務所をいう。以下同
じ。）単位で地方協議会を
開催し，支援センターの業
務に関する具体的情報の周
知を図るとともに，利用者
及び関係機関・団体の意見
を聴取し，これを業務運営
上の参考とするように努め
る。

① ① 利用者及び関
係機関等の意
見を参考とし
た当該地域の
実情に応じた
業務運営へ向
けた地方協議
会の開催状況

昨年度
評価：Ａ

16

17

イ 　本部又は地方事務所にお
いて，支援センターの運営
に関し，利用者その他の関
係者の意見を聴いて参考と
するための地方協議会その
他の会議等を開催する場合
には，支援センターの業務
運営の公正・中立性，利用
者の立場に立った業務遂行
及び関係機関・団体との連
携協力関係の確保が重要で
あることを踏まえ，その人
選を行う。

② ② 地方協議会等
の出席者の人
選についての
配慮状況

昨年度
評価：Ａ 17

18

ア 　弁護士のみならず司法書
士その他の隣接法律専門職
者のサービスをより身近に
受けられるようにし，ま
た，法による紛争解決のた
めに有益な情報を幅広く提
供するため，弁護士及び司
法書士その他の隣接法律専
門職者の団体並びにその他
の関係機関・団体との連携
の維持・強化を図る。

① ①

②

③

関係機関等と
の連携維持・
強化に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ａ

18

19

イ 　犯罪被害者の支援に資す
るサービス提供機関は必ず
しも法的紛争解決に関わる
ものに限られないことに留
意し，犯罪被害者に対して
的確な情報を効率的に提供
するなど犯罪被害者に対す
る充実したサービスの提供
を図るため，被害者支援連
絡協議会の場を積極的に活
用するなどして，犯罪被害
者支援関係機関・団体との
連携の維持・強化を図る。

② ④ 犯罪被害者支
援関係機関等
との連携維
持・強化に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ａ

19

(1)地方協議会の開催等

3 外部機関等との関係

(2)関係機関との連携強化

　犯罪被害者に対する充実した
サービスの提供のため、被害者
支援連絡協議会を、犯罪被害者
に対して的確な情報を効率的に
提供するための情報交換の場と
して積極的に活用するなどし
て、同協議会に参画している犯
罪被害者支援関係機関・団体等
との連携の維持・強化を図る。

　全国の地方事務所において、各地の実情を踏
まえ、開催する地方協議会の議題、参加者、開
催時期、開催回数等を適宜工夫し、支援セン
ターの業務に関する具体的情報を周知するとと
もに、参加者に対するアンケート調査等を実施
するなどして、利用者及び関係機関・団体の意
見を聴取し、業務運営上の参考とすることによ
り、当該地域の実情に応じた業務運営を行う。
　また、全国地方事務所の取組状況について、
会議等の場で意見交換を行なうなどして、参考
となる開催事例を全国に普及する。

(3)外部機関等との関係

　本部又は地方事務所において、利用者その他
の関係者の意見を聴いて参考とするための地方
協議会その他の会議等を開催する場合には、支
援センターの業務運営の公正・中立性、利用者
の立場に立った業務遂行及び関係機関・団体と
の連携協力関係の確保の観点から、その人選を
行う。

　内閣官房・法務省と連携し、総合法律支援関
係省庁等連絡会議等を年１回開催し、中央レベ
ルでの連携・協力関係の維持・充実に努める。

　各地方事務所において、地方協議会や研修
会・打合せ等を通じて連携の充実に努める。

　社会情勢等に伴い新たに創設される関係機
関・団体に関する情報収集に努め、支援セン
ターの業務についての理解を得て、連携・協力
関係の構築に努める。

　全国の地方事務所において、
各地の実情を踏まえ、開催する
地方協議会の議題、参加者、開
催時期、開催回数等を適宜工夫
し、支援センターの業務に関す
る具体的情報を周知するととも
に、参加者に対するアンケート
調査等を実施するなどして、利
用者及び関係機関・団体の意見
を聴取し、業務運営上の参考と
することなどにより、関係機
関・団体との一層の連携強化を
図り、当該地域の実情に応じた
業務運営を行う。

①地方協議会の開催等

②関係機関との連携強化

　地方事務所ごとに、被害者支援連絡協議会に
設置されている分科会や犯罪被害者支援に関す
る協議会等に参画し、意見交換をするなどし
て、関係機関・団体との連携・協力関係の維
持・強化を図る。

3 外部機関等との関係

　窓口設置機関・団体数につい
ては、現在約２５，０００の相
談窓口が情報提供システムに登
録され、量的な部分での目標は
達成したところ、今後は、これ
まで構築してきた関係機関・団
体との連携を引き続き良好な状
態で維持するとともに、支援セ
ンターの業務について相互に共
通の認識を共有できるようにす
るための意見交換や相互研修を
行うことなどにより、利用者に
とってより有益な情報提供がで
きるよう、関係機関・団体との
連携の強化・充実を図る。

　本部又は地方事務所におい
て、利用者その他の関係者の意
見を聴いて参考とするための地
方協議会その他の会議等を開催
する場合には、支援センターの
業務運営の公正・中立性、利用
者の立場に立った業務遂行及び
関係機関・団体との連携協力関
係の確保の観点から、その人選
を行う。

(1)地方協議会の開催等

(2)関係機関との連携強化



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

(1)一般管理費等 (1)一般管理費等

ア 　役職員の報酬，給与につ
いて，引き続き，国家公務
員の給与構造改革の趣旨を
踏まえた適切な給与体系の
維持，柔軟な雇用形態の活
用等による合理化，効率化
を行う。

① ① 一般管理費等
の合理化・効
率化に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ａ

② ②

ア

イ

イ 　人件費以外の一般管理費
について，無駄を排除する
とともに，一般競争入札等
の競争的手法の利用の徹底
により契約手続の適正を維
持し，全体として効率化に
努める。

③ ③
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1 総括

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を
　達成するためとるべき措置

　人件費については、業務内容に応じた柔軟な
雇用形態の活用及び「国家公務員の給与構造改
革」の趣旨を踏まえた適切な給与体系の維持に
より、経費の合理化・効率化を図る。

　業務運営の効率化により、運営費交付金を充
当して行う事業については、新規に追加される
もの、拡充分等は除外した上で、一般管理費
（人件費及び公租公課を除く。）を、前年度比
３パーセント削減し、事業費（民事法律扶助事
業経費（立替金債権管理事務処理費を除く。）
を除く。）を、前年度比１パーセント削減す
る。

　平成２２年度は、一般管理費
（人件費を除く。）を、前年度
比１パーセント削減する。

　各種契約手続については、競
争性、透明性及び公正性を高め
るため、原則として一般競争入
札及び企画競争等の競争的手法
によることとする。また、いわ
ゆる少額随契による場合におい
ても、見積り合わせ方式（複数
の業者から見積書を徴する競争
的手法）によることとする。こ
れらの取組によって、経費の節
減を図る。

　各種契約手続については、競争性、透明性及
び公正性を高めるため、原則として一般競争入
札及び企画競争等の競争的手法によることと
し、これら競争的手法において、競争性が十分
確保されるような方策を講じる。また、いわゆ
る少額随契による場合においても、見積り合わ
せ方式（複数の業者から見積書を徴する競争的
手法）によることとする。これらの取組によっ
て、経費の節減を図る。

　平成２３年度以降は、一般管
理費（人件費及び公租公課を除
く。）を、毎年度、前年度比３
パーセント削減し、事業費（民
事法律扶助事業経費（立替金債
権管理事務処理費を除く。）を
除く。）を、毎年度、前年度比
１パーセント削減する。

3 業務運営の効率化に関する事項

　支援センターは，主に国費
によりその業務を運営する法
人であることから，可能な限
りの効率化を反映させた業務
運営体制の整備を進め，以下
に掲げる各業務における効率
化に関する目標を達成するほ
か，業務運営全般につき，適
時適切な点検・見直しによ
り，効率的かつ円滑な業務運
営を図る。
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①一般管理費

1 総括

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき
　措置

　業務運営の効率化により、運
営費交付金を充当して行う事業
については、新規に追加される
もの、拡充分等は除外した上
で、以下の削減を行う。

(1)総括

　人件費については、業務内容
に応じた柔軟な雇用形態の活用
及び「国家公務員の給与構造改
革」の趣旨を踏まえた適切な給
与体系の維持により、経費の合
理化・効率化を図る。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

ア 　職員数について，総合法
律支援の実施及び体制の整
備の重要性を踏まえつつ，
業務量に応じた適切なもの
とする必要がある。職員を
新たに採用する場合には，
業務を行うために真に必要
な職員数を検証した上で，
必要な数の採用を行う。職
員の配置については，配置
先の業務量に応じた適正な
ものとする。

① ① 業務量に応じ
た職員の採
用・配置に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ｂ

21

22

イ 　常勤弁護士が総合法律支
援の実施及び体制の整備の
ために果たすべき役割を踏
まえつつ，支援センターの
業務を遂行するために真に
必要な常勤弁護士の数を厳
格に検証する。常勤弁護士
の配置に当たっては，民事
法律扶助事件及び国選事件
の確実な受任，地域の関係
機関等との連携協力関係の
確保・強化の必要性，地域
における一般契約弁護士の
事件の受任体制等を総合考
慮し，適正な配置になるよ
う事前に十分な検討を行
う。

② ② 常勤弁護士の
適正な採用・
配置に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ

22

23

ウ 　支部，出張所について
は，業務量，対応する地方
事務所の体制，支部・出張
所を維持するための費用と
維持による効果等の点を総
合的に考慮して，廃止を含
め，必要な見直しを行う。

③ ③ 効果的・効率
的な業務運営
に向けた支
部・出張所の
必要に応じた
見直し状況

昨年度
評価：Ａ
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　職員数について、総合法律支援の実施及び体
制の整備の重要性を踏まえつつ、業務量に応じ
た適切なものとする。具体的な職員の採用及び
配置については、総合法律支援の充実のための
措置及び提供するサービスの質の向上に関する
取組に配慮しつつ、民事法律扶助事件及び国選
対象事件の事件数等の業務量実態に見合った適
正なものとする。とりわけ、職員を新たに採用
する場合には、総合法律支援の実施及び体制の
整備の重要性を踏まえつつ、業務を行うために
真に必要な職員数を検証した上で、必要な数の
採用を行う。

　常勤弁護士の配置の検討に当たり、民事法律
扶助事件及び国選弁護関連事件等の受任の確実
性、地域の関係機関等との連携協力関係の確
保・強化の必要性等を厳正に検討する。

　支部・出張所については、よ
り効果的・効率的な業務運営に
資するよう、総合法律支援の充
実のための措置及び提供する
サービスの質の向上に関する取
組にも配慮しつつ、業務量、対
応する地方事務所の体制、費用
対効果等を総合的に考慮して、
廃止を含め、必要な見直しを行
う。

　支部・出張所については、より効果的・効率
的な業務運営に資するよう、総合法律支援の充
実のための措置及び提供するサービスの質の向
上に関する取組にも配慮しつつ、業務量、対応
する地方事務所の体制、費用対効果等を総合的
に考慮して、引き続き必要な見直しを行う。

(2)組織の見直し②組織の見直し

21

　職員数について、総合法律支
援の実施及び体制の整備の重要
性を踏まえつつ、業務量に応じ
た適切なものとする。具体的な
職員の採用及び配置について
は、総合法律支援の充実のため
の措置及び提供するサービスの
質の向上に関する取組に配慮し
つつ、民事法律扶助事件及び国
選対象事件の事件数等の業務量
実態に見合った適正なものとす
る。とりわけ、職員を新たに採
用する場合には、総合法律支援
の実施及び体制の整備の重要性
を踏まえつつ、業務を行うため
に真に必要な職員数を検証した
上で、必要な数の採用を行う。

　常勤弁護士が総合法律支援の
実施及び体制の整備のために果
たすべき役割を踏まえつつ、支
援センターの業務を遂行するた
めに真に必要な常勤弁護士の数
の厳格な検証を怠らないものと
する。具体的な常勤弁護士の採
用及び配置の検討に当たって
は、総合法律支援の実施及び体
制の整備のために果たすべき役
割を踏まえつつ、民事法律扶助
事件及び国選弁護関連事件等の
確実な受任、地域の関係機関等
との連携協力関係の確保・強化
の必要性等の要素を総合考慮す
る。

(2)組織の見直し



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

①

②

コールセン
ターの利用促
進に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ｂ
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①

②

　コールセンターの運用に当たっては、利用
者へのサービスレベルの向上を目指し、安定
的な運用に努めるとともに、受電件数の増減
などを予測し、経済的かつ柔軟な運用を図
り、経費削減に努める。

　コールセンターの運用に当たっては、支援
センターの他の業務との連携や利用者のニー
ズに対応するためのコールセンターの活用を
図るため、コールセンターにおける民事法律
扶助に関する資力要件の確認の実施を検討す
るなど、支援センターの業務全体の効率化も
視野に業務運営の経費削減に努める。

コールセン
ターの運営経
費削減に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ 25

26

事務手続の効
率化に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ

26

24

(1)民事法律扶助業務の事務手続の効率化
①民事法律扶助業務の事務手続の
　効率化

(1)コールセンターの利用促進

3 民事法律扶助・国選弁護人等
  確保

②コールセンターの設置場所等

(3)民事法律扶助・国選弁護人等
   確保

　事務手続の効率化を図るため、現状の事務手続
の簡略化が可能かどうかの徹底的な洗い出しを図
るとともに、最も合理的かつ効率的な標準事務の
検討を進める。また、援助開始決定時における書
面審査の活用及び援助申込者からの提出書類の合
理化等、審査の適正を確保しつつ、援助審査方法
の合理化を図る。

　コールセンターにおける電話と
メールによる情報提供と地方事務
所における電話と面談による情報
提供について、それぞれの利点や
利用者のニーズを踏まえた上で、
より効率的で効果的な情報提供を
行う観点から、コールセンターと
地方事務所の役割の明確化を図
り、コールセンターで対応可能な
ものについてはコールセンターの
利用の促進を図る。そのために、
関係機関・団体、利用者に対して
コールセンター及び地方事務所で
行っている情報提供の種類、内容
等について、ホームページや広報
を通じて、あるいは関係機関との
打合せ等の機会を利用して周知を
図る。
　地方事務所で行っている情報提
供の件数や内容を分析し、地方事
務所からの電話転送を行うことが
費用対効果の観点から合理的であ
る場合には、効率性・効果性の観
点を踏まえつつ地方事務所からの
コールセンターへの電話転送を行
うことについて、平成２２年度中
に検討する。

(2)コールセンターの設置場所等

　

　コールセンターの運用に当たっ
ては、受電件数の増減や社会情勢
の変化、支援センターの業務効率
化のためのニーズに対応できるよ
うな柔軟な体制の構築に努めると
ともに、コールセンターの委託契
約更新時において、コールセン
ターの人材の確保や研修の充実等
によるサービス品質の確保に努め
つつ、設置場所の地方移転等によ
る経済性・効率性の観点からの検
討を行い、コールセンター運営に
要する経費削減に努める。

(2)コールセンターの設置場所等

　利用者にとって適切な窓口を選択することを
可能とするため、コールセンター及び地方事務
所のそれぞれの利点を活かした役割分担の検
討・明確化を図り、コールセンター及び地方事
務所の情報提供の種類や業務内容等について、
ホームページや広報、関係機関との打合せ等の
際に周知を図る。

　地方事務所への電話による問い合わせのう
ち、コールセンターで対応が可能なものについ
ては、地方事務所からコールセンターへの内線
転送を行う。

2 情報提供・犯罪被害者支援

　情報提供業務について，効
率的で効果的な業務運営を行
うため，コールセンターと地
方事務所の役割を明確化した
上で，コールセンターで対応
可能なものについては，コー
ルセンターの利用の促進を図
る。そのために，コールセン
ター及び地方事務所で提供し
ている情報の種類や内容等に
ついて，関係機関・団体や利
用者に対する周知を図る。ま
た，地方事務所からのコール
センターへの電話転送につい
て，地方事務所において行っ
ている電話による情報提供の
件数やコールセンターの体
制，費用対効果等の点を考慮
した上，その導入を検討す
る。

3 民事法律扶助・国選弁護人等確保

2 情報提供・犯罪被害者支援
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(2)情報提供・犯罪被害者支援

　コールセンター業務の委託
契約を次に更新するに当たっ
ては，経済性やサービスの質
の確保に留意しつつ，効率的
な業務運営の観点から，その
設置場所を地方に移すことも
含めて，必要な検討を行う。

　審査の適正を確保しつつ，
書面審査を活用するなどの方
法により，事務手続の効率化
を図る。

①コールセンターの利用促進 (1)コールセンターの利用促進

(1)民事法律扶助業務の事務手続の
　 効率化

　審査の適正を確保しつつ、援助
審査の方法を合理化すること（合
議制の審査に代え、事案に応じて
単独審査方法を活用する、援助開
始決定時において書面審査を活用
する、援助申込者からの提出書類
を合理化するなど）などにより、
事務手続の効率化を図る。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

① ① 事務手続の簡
素・合理化及
び複数事件の
包括的な委託
の活用等によ
る業務運営の
効率化に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

② ②

③

27

28

(2)国選弁護関連業務の効率化

　業務処理の効率化を図るた
め、複数事件の包括的な委託の
契約締結に努める。

4 司法過疎対策

　上記Ⅰ２(1)②の地域において、当該地裁支部管
内の人口・事件数、単位弁護士会、地方自治体等
による支援体制等を総合勘案し、必要な地に地域
事務所を設置することとする。
　地域事務所の設置後においても、当該地域の司
法過疎状態の状況把握を行い、所要の検討を行
う。

司法過疎対策
地域事務所の
設置に当たり
考慮する要素
の的確な把握
及びこれを踏
まえた地域事
務所の設置，
廃止に関する
検討状況

昨年度
評価：Ｂ

　国選弁護等の報酬・費用の算定に係る不服申
立てに関する再算定について、前年度に実施し
た見直しによる事務手続の簡素化・合理化の進
展状況を注視しつつ、更なる見直しの必要性・
相当性について検討する。

4 司法過疎対策

　国選弁護人契約における一括契約について、
弁護士に対する説明会や説明資料等を利用して
周知を行い、契約数の増加に努める。

　一括契約に基づく算定の対象となり得る複数
の即決申立被告事件の配点方法等の実務運用に
ついて、裁判所等関係機関との間で協議を行
う。

　司法過疎地域事務所の設置に当
たっては、当該地域の法律事務取
扱業務量、実働弁護士数、実働弁
護士１人当たりの人口、地域の要
望・支援、日本弁護士連合会によ
る公設事務所の設置状況、採算性
等の要素について、効率的・効果
的な業務運営及び支援センターの
業務の補完性（民業圧迫の回避）
の観点をも踏まえて総合勘案した
上で、必要な地に設置することと
し、設置された後も、当該事務所
について同様の観点から毎事業年
度ごとに見直しを行う。

　業務運営の効率化の観点か
ら，国選弁護人等の報酬算定
に対する不服申立てへの対応
について，本部及び地方事務
所の役割を明確にした上で，
事務を適切に分担し，事務手
続の簡素化，合理化を図る。
また，複数事件の包括的な委
託の活用により，業務運営の
効率化を図る。

　司法過疎対策地域事務所の
設置，廃止の要否について，
事後の厳格な検証の実施に資
するよう，司法過疎対策地域
事務所を設置する際に考慮す
る要素を中期計画等において
具体的に明らかにする。
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②国選弁護関連業務の効率化

　地域の実働弁護士の数，地
域のニーズ，日本弁護士連合
会によるひまわり基金公設事
務所の設置状況その他の支援
センターが司法過疎対策地域
事務所を設置する際に考慮す
るものとして明らかにした要
素を的確に把握することによ
り，司法過疎対策地域事務所
の設置，廃止について，不断
に検討し，必要な見直しを行
うものとし，毎年度，日本司
法支援センター評価委員会に
おいて一定の指標（現行の項
目別評価表の「評価の指標」
又はこれに相当するもの）に
基づく評価を受けることとす
る。

①司法過疎対策地域事務所の
  設置要素の明確化

27

②司法過疎対策地域事務所
  設置等に関する検討及び日
  本司法支援センター評価委
  員会による評価

(4)司法過疎対策

(2)国選弁護関連業務の効率化

　国選弁護等の報酬・費用の算
定に係る不服申立てについて、
現在は、一律に本部で再算定し
ているところ、地方事務所限り
で再算定するのが適切な案件に
ついては、地方事務所限りで処
理できるようにするなど、本部
及び地方事務所の役割を明確に
した上で、適切に業務を分担
し、事務手続の簡素・合理化を
図る。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

(2)情報提供

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映等

① ①

② ②

③ ③

ア

イ ④

30

31

29

30

利用者の関係
機関等へのス
ムーズな橋渡
しに向けた取
組状況

昨年度
評価：Ａ

客観的評価の実施
　情報提供窓口業務について第
三者による客観的評価を行い、
その評価結果をフィードバック
するなどして、より質の高い窓
口対応・サービスを目指す。

関係機関情報の充実
　関係機関・団体との連携の構
築を引き続き進めるとともに、
関係機関・団体に関するより詳
細な情報収集を行い、関係機関
情報の充実を図る。また、関係
機関・団体との協議会・研修会
等を通じてより緊密な関係を構
築し、利用者が求める関係機
関・団体へのスムーズな橋渡し
を行う。

1 情報提供

第三者による
客観的評価の
実施，分析及
びフィード
バック状況

昨年度
評価：Ｂ

Ⅲ　提供するサービスその他の業務の質の向上に関する
　　目標を達成するためとるべき措置

(1)利用者のニーズの把握と業務
 　への反映等

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映等

アンケート調
査の実施及び
オペレーター
の質の向上等
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

アンケート調査の実施及びオペ
レーター等の質の向上等

1 情報提供

　アンケート調査結果や評価結
果を踏まえて業務内容の見直し
等を行うとともに、これらをオ
ペレーター等の研修内容に反映
し、ケーススタディー等を内容
とするオペレーター等の研修計
画を策定・実施するなど、利用
者の抱えるトラブルを整理し、
最適な情報提供を行うことがで
きる能力を養成するための研修
を充実させ、オペレーター等の
質の向上を図る。

ウ

　情報提供に係る国民のニーズ
を把握し、情報提供業務に反映
させ、より利用しやすく、かつ
満足度の高いものとするため、
ホームページを利用した通年の
アンケート調査や情報提供後に
利用者に依頼する等の方法によ
るアンケート調査を行い、５段
階評価で平均４以上の満足度の
評価を得る。

　利用者の意見を適切に業
務に反映させる仕組みを構
築して業務の質の向上を図
るとともに，オペレーター
の質の向上に努める。

29

　利用者のニーズを踏ま
え，利用者に最適で質の高
い情報を提供するととも
に，利用者の関係機関への
橋渡しを行う。

イ

31

　業務の質を客観的に評価
し，業務内容の改善向上に
役立てる。

　支援センターの業務が国民
の権利・利益に直接関わる極
めて公共性・公益性が高いも
のであることにかんがみ，業
務の質の向上を図る。その
際，利用者の視点で，各地域
における実情を考慮しつつ，
職員の創意工夫をも活用し，
効率的な方法で，利用者の満
足度の向上を図ることを目指
す。

4 提供するサービスその他の業務
　の質の向上に関する事項

ア

(1)総括

アンケート調査の実施
　通年のホームページにおけるアンケート調査
や期間を設定したコールセンター及び地方事務
所での情報提供利用者に対するアンケート調査
を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価
を得る。
　また、より利用者のニーズを把握するための
調査方法等について更に検討し、実施する。

オペレーター等の質の向上
　客観的評価結果や満足度調査の結果を踏まえ
た業務の見直しに努めるとともに、利用者の声
を反映させ、サービスの向上とより効果的な情
報提供を行うため、コールセンターのオペレー
ター及び地方事務所情報提供担当職員・窓口対
応専門職員に対する研修計画を策定する。
　利用者からの問い合わせに対する事案の整理
や利用者の抱えるトラブルに最適な情報提供が
行えるような能力を養成するため、オペレー
ター相互間のケーススタディやロールプレイ等
の実践に即した研修を行う。

客観的評価の実施
　情報提供窓口の質の向上を図るため、コール
センター及び各地方事務所情報提供窓口での対
応に関する第三者による客観的評価を平成２３
年度中にそれぞれ１回以上実施し、その結果を
分析した上で、業務内容や電話応対等にフィー
ドバックする。

関係機関情報の充実
　関係機関・団体との相互理解を深めるため、
関係機関・団体との協議会や研修会等を開催又
は積極的に参加する。
　関係機関情報について、全国どこからでも一
定水準以上の関係機関情報の提供を行うため、
地域の事情に即した情報の収集・登録を行い、
関係機関情報の充実・共有化を図る。

Ⅲ　提供するサービスその他の業務
　　の質の向上に関する目標を達成
　　するためとるべき措置



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

②提供する情報の内容及びその
　提供方法

①

②

③

②

ア

イ ⑤

③最適な情報の迅速な提供

①

②

利用者が必要
とする最適な
情報の迅速な
提供のための
関係機関等と
の連携強化に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ａ

32

33

34
34

④

ア

充実した情報提供の実施 充実した情報
提供を行うた
めの方法・手
段の工夫及び
内容の充実に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

(3)最適な情報の迅速な提供

　

(2)提供する情報の内容及びその提供方法

　ホームページやリーフレット等の内容の充実
に努め、積極的な情報発信を行う。引き続き、
ＬＧＷＡＮやテレビ電話などのＩＴ技術を駆使
した情報提供サービスについて情報収集に努
め、その実現可能性について検討する。

　検索機能の充実や簡易な後処理機能など、オ
ペレーター等にとってより使いやすく、また、
利用者にとって適切な情報を速やかに提供が行
えるようなシステムの構築・改修に努める。

　新規に関係を構築した関係機関情報、新たな
法制度や社会情勢に対応した法制度を紹介する
ＦＡＱの追加・更新などデータベースの一層の
拡充を図るとともに、定期的に内容を見直し・
更新作業を行い、最新かつ正確なデータの維持
に努める。また、特に頻繁に利用されるＦＡＱ
を抽出し、模範的な情報提供事例やトークフ
ローを整理するなどして、より均一で正確な情
報提供を行うための環境整備に努める。

①

　利用者へのサービス向上のため、法律専門家
等の情報提供業務への関与が可能な体制作りの
ための、関係機関・団体との協力関係の強化・
充実に努め、オペレーター等へのアドバイス対
応やＦＡＱの充実、メール対応等の情報提供業
務の正確性の確保と内容の充実を図る。

　消費者庁が進める事故情報データバンクに参
画する。

　ホームページ上の関係機関情報やＦＡＱの充
実を図るとともに、関係機関情報の積極的な利
用の促進を図るための周知を行う。

　転送・取次を可能とする関係機関・団体との
連携関係の構築を進めるとともに、利用者に対
して、関係機関・団体への問い合わせの際に必
要となる書類の教示や各種申請書様式の提示・
配布等を行うなど、より利用者の立場に立った
きめ細やかなサービスの充実に努める。

　消費者庁，地方公共団体等
の関係機関・団体との連携・
協力関係を強化し，支援セン
ターと関係機関・団体の業務
内容についての情報を相互に
把握し共有するなど，利用者
が必要とする最適な情報を簡
易迅速に入手できるようにす
るために必要な措置を講じ
る。

利用者の利便性の向上
　新たな法制度に速やかに対応
し、社会情勢の変化に柔軟かつ
速やかに対応するため、ＦＡＱ
の追加・更新を行い、利用者に
とって、より有用な情報提供が
行えるデータベースの構築を進
める。

　正確な情報提供を行うための
法律専門家の情報提供業務への
関与や、紹介した関係機関・団
体における必要書類に係る情報
提供等、情報提供の方法・内容
の更なる充実を図る。

　制度の新設，制度内容の
変更や社会経済情勢の変化
に応じた情報提供に努め，
利用者の利便性の向上を図
る。

イ 　情報提供の方法を工夫
し，充実した情報提供を行
うよう努める。

利用者の利便
性の向上に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ａ

　広く国民に対して法制度等に
関する情報提供を行うため、情
報発信のための媒体（ホーム
ページ、印刷物等のうち広報効
果の高い媒体）の充実を図ると
ともに、今後の情報提供手段と
してＩＴ技術を積極的に利用し
た情報提供について検討するな
ど、今後の情報提供の在り方を
検討する。

(2)提供する情報の内容及び
 　その提供方法

32

33

　消費者庁、地方公共団体等の関
係機関・団体との情報交換・情報
共有が可能な信頼関係を構築し、
利用者が必要とする関係機関の詳
細な情報を速やかに提供するとと
もに、関係機関・団体における支
援センターのホームページの関係
機関情報の積極的活用を促進す
る。

(3)最適な情報の迅速な提供



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

④法教育に資する情報の提供等 (4)法教育に資する情報の提供等 (4)法教育に資する情報の提供等

地域における
法教育の推進
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ 35

(3)民事法律扶助

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映

ア 　利用者に最適な援助を提
供するための方策を検討
し，実施する。

① ① 利用者に対す
る最適な援助
の提供に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ

36

37

イ 　民事法律扶助のニーズ調
査の結果を踏まえ，利用者
のニーズを適切に反映した
事業計画を立案し，実施す
る。また，必要に応じ，適
時適切な方法で，民事法律
扶助に関するニーズを把握
するよう努める。

② ② ニーズを適切
に反映した事
業計画の立
案・実施等に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ＋

37

　平成２０年度に実施した「法律扶助のニーズ
及び法テラス利用状況に関する調査」の結果及
び同２３年３月に出された答申書を踏まえ、
ニーズを反映した事業の在り方について検討・
立案する。

　情報提供の一環として、支援センターとしての
中・長期的な法教育への関与の在り方について、
企画・検討を行うとともに、関係機関・団体と連
携し、地域社会での法教育の取組に参加するな
ど、地域における法教育において適切な役割を担
うための取組を進める。
　法教育の普及・発展に向けた具体的取組とし
て、平成２３年度は、全国３か所以上の地域にお
いて、関係機関等と連携・協力の上、法教育を
テーマとしたシンポジウムを開催する。

2 民事法律扶助

　これまでに書類作成援助や簡易援助の実施の
検討を促した事案の分析等により、事案の内
容、申込者本人の能力及び資力等を十分に考慮
することなどにより、援助申込者にとって最適
な援助を提供するための環境整備として、援助
類型ごとにモデルケースを作成して研修や法律
相談担当者ガイドへの記載などにより、契約弁
護士・司法書士への周知を行う。同時に審査委
員や支援センター職員に対しても周知を行い、
利用者に対して援助類型のモデルケースを説明
できるようにする。

2 民事法律扶助

35

　平成２０年度に実施した「法
律扶助のニーズ及び法テラス利
用状況に関する調査」の結果を
踏まえ、例えば、特定の紛争類
型における専門的サービスの提
供方法について検討することな
どにより、ニーズを的確に反映
した事業計画を立案し、同計画
に基づく事業を実施する。
　また、民事法律扶助のニーズ
を的確に反映した事業計画を立
案できるよう、必要な調査を実
施する。

　国民に身近な司法の実現に
おける法教育の役割が大きい
こと，法教育が紛争の未然防
止に役立つことを考慮し，情
報提供業務の一環として，関
係機関と連携して地域住民等
に対する法教育に取り組む。

(1)利用者のニーズの把握と業務
　 への反映

　法教育関連事業を行っている法
務省その他の関係機関との適切な
役割分担を踏まえつつ、情報提供
の一環として、高齢者、学生、地
域住民等にとってより身近な司法
の実現を目指して、関係機関と十
分な連携を図り、地域の法教育に
関する取組において適切な役割を
果たす。

　事案の内容、申込者本人の能
力及び資力等を十分に考慮する
ことなどにより、援助申込者に
とって最適な援助を提供するこ
とのできる環境を整備する。

36



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

②サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上

ア 　迅速な援助を提供すると
いう観点から，審査の適正
を確保しつつ，事務処理方
法の工夫等により，援助申
込から必要な援助の提供ま
での期間の短縮を図る。

① ① 迅速かつ適正
な援助の提供
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

38

39

イ 　関係機関・団体と連携・
協力して，制度の変更等，
契約弁護士・司法書士が提
供するサービスの質の向上
に資する情報の収集に努め
るとともに，適時適切に契
約弁護士・司法書士に対す
る周知を図るなどして，民
事法律扶助により提供され
るサービスの質の向上を図
る。

② ② 契約弁護士・
司法書士が提
供するサービ
スの質の向上
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ｂ 39

40

ウ 　専門性を必要とする事件
への適切な対応を検討す
る。

③ ③ 専門分野に精
通した契約弁
護士・司法書
士の確保及び
専門相談の充
実等に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ａ

40

　関係機関・団体と連携協力し
て、法制度の変更、利用者から
の意見等、契約弁護士・司法書
士が提供するサービスの質の向
上に資する情報の収集に努める
とともに、適時適切に契約弁護
士・司法書士に周知することに
より、民事法律扶助により提供
されるサービスの質の向上を図
る。

　迅速な援助を提供して援助申込者の負担を軽
減するという観点から、審査の適正を確保しつ
つ、援助開始決定時における書面審査の活用及
び援助申込者からの提出書類の合理化等、援助
審査方法の合理化を図るとともに、審査以外に
ついても標準的な事務処理方法を地方事務所に
提示することで事務全般の効率化を図るなどに
より、援助申込みから受任者・受託者の選任ま
での期間を平成２２年度と比較して短縮させる
よう努める。

　各地方事務所において、労
働・ＤＶ・犯罪被害者・多重債
務等の専門分野に精通した契約
弁護士・司法書士を確保し、専
門相談を充実するとともに、適
切な受任者・受託者の選任に努
める。

　迅速な援助を提供して援助申
込者の負担を軽減するという観
点から、審査の適正を確保しつ
つ、援助審査の方法を合理化す
ること（合議制の審査に代え、
事案に応じて単独審査方法を活
用する、援助開始決定時におい
て書面審査を活用する、援助申
込者からの提出書類を合理化す
るなど）などにより、毎年度、
前年度と比較して、援助申込み
から受任者・受託者の選任まで
の期間を短縮させるよう努め
る。

　関係機関・団体と連携協力して、法制度の変
更、利用者からの意見等、契約弁護士・司法書
士が提供するサービスの質の向上に資する情報
の収集に努め、適時適切に契約弁護士・司法書
士に周知する。

　弁護士会・司法書士会と連携・協力し、労
働・ＤＶ・犯罪被害者・多重債務等の専門分野
に精通した契約弁護士・司法書士を確保し、一
定規模以上の地方事務所では専門相談の実施・
拡充に努める。

38



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

(4)国選弁護人等確保

①迅速かつ確実な選任態勢の
  確保等

関係機関等が
参加する定期
的な協議の場
の開催状況及
び裁判員裁判
における国選
弁護人の選任
の運用に関す
る協議状況

昨年度
評価：Ａ

41

②通知時間の短縮 (2)通知時間の短縮 (2)通知時間の短縮

指名通知請求
を受けてから
通知するまで
の設定目標時
間の達成状況

昨年度
評価：Ａ

42

③契約弁護士のサービスの質
　の向上に資する取組

(3)契約弁護士のサービスの質の向上に資する取組

契約弁護士が
提供するサー
ビスの質の向
上に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ａ

43

(3)契約弁護士のサービスの質
 　の向上に資する取組

　関係機関・団体と連携・協
力して，制度の変更，裁判員
裁判に関する知識・経験等，
契約弁護士が提供するサービ
スの質の向上に資する情報の
収集に努めるとともに，適時
適切に契約弁護士に対する周
知を図るなどして，国選弁護
等サービスの質の向上を図
る。

　裁判所からの国選弁護人等
候補者指名通知請求を受けて
から裁判所に候補を通知する
までの時間の短縮を図る。

　弁護士会等の関係機関・団体と
連携協力して、制度の変更、裁判
員裁判に関する知識・経験等、契
約弁護士が提供するサービスの質
の向上に資する情報の収集に努め
るとともに、適時適切に契約弁護
士に対する周知を図り、国選弁護
等サービスの質の向上を図る。

　裁判所からの国選弁護人等候補
指名通知請求を受けてから裁判所
に候補を通知するまでの所要時間
の短縮を図るために、引き続き、
地方事務所ごとに手続類型別の目
標時間（被疑者国選弁護事件につ
いては原則として数時間以内、遅
くとも２４時間以内等）を設定
し、実行する。

(1)迅速かつ確実な選任・選定
   態勢の確保

　迅速かつ確実に国選弁護人及び
国選付添人の選任並びに国選被害
者参加弁護士の選定が行われる態
勢の確保を図るため、各地方事務
所単位で、裁判所、検察庁、警察
及び弁護士会との間で、各事業年
度に１回以上、定期的な協議の場
を設定する。とりわけ、裁判員裁
判につき、裁判所及び弁護士会と
連携の上、刑事弁護に関する十分
な知識や経験を有し、かつ、集中
審理に対応し得る国選弁護人の選
任が行われる態勢の確保に努める
とともに、その知識や経験を多く
の弁護人が共有することができる
よう、国選弁護人の選任の運用の
工夫に努める。

　各地域ごとに，裁判所，検
察庁，警察及び弁護士会との
間で協議の場を設けるなどし
て，迅速かつ確実に国選弁護
人，国選付添人の選任，国選
被害者参加弁護士の選定が行
われる態勢の確保を図る。と
りわけ，裁判員裁判の円滑な
実施が我が国の司法制度にお
ける喫緊の課題であることに
かんがみ，同裁判につき，裁
判所及び弁護士会と連携の
上，刑事弁護に関する十分な
知識や経験を有し，かつ，集
中審理に対応し得る国選弁護
人の選任が行われる態勢の確
保に努めるとともに，その知
識や経験を多くの弁護人が共
有することができるよう，国
選弁護人の選任の運用の工夫
に努める。

3 国選弁護人等確保 3 国選弁護人等確保

(1)迅速かつ確実な選任態勢の確保

　関係機関・団体と連携・協力して、制度の変
更、裁判員裁判等に関する情報を収集した上、こ
れを契約弁護士に適時適切に周知するため、各地
において、弁護士会の協力を得て、説明会の実施
や説明資料の配布等を行う。
　弁護士会と連携・協力し、支援センターを通じ
て犯罪被害者支援に携わる弁護士に関する利用者
からの意見等について情報交換等をする場を設け
るとともに、支援センターの業務運営の参考とす
るなど、必要に応じて適切な対応を行う。

　地方事務所ごとに、国選弁護人及び国選付添人
の選任並びに国選被害者参加弁護士の選定態勢に
関する、裁判所、検察庁、警察及び弁護士会が参
加する定期的な協議の場を平成２３年度に１回以
上設ける。
　裁判員裁判に関し、十分な知識や経験を有する
国選弁護人を選任するための態勢や、その知識や
経験を多くの弁護士が共有し得るような選任の運
用につき、地方事務所ごとに裁判所及び弁護士会
と協議して、各地の実情に応じた適切な在り方を
検討し、その実現に努める。

　地方事務所ごとに、事業年度の当初において、
裁判所からの国選弁護人等候補指名通知請求を受
けてから裁判所に候補を通知するまでの手続類型
別の目標時間（被疑者国選弁護事件については原
則として数時間以内、遅くとも２４時間以内等）
を設定し、事業年度末において、その達成度合い
を検証する。

42

43

41



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

①体制整備 (1)体制整備 (1)体制整備

司法過疎地域
における利用
者のニーズに
応じた常勤弁
護士の体制整
備に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ｂ

44

②サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上

法律事務所を
備えた事務所
における当事
者が抱える法
的トラブルの
総合的な解決
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

45

(6)犯罪被害者支援

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映

犯罪被害者及
びその支援者
の意見聴取に
関する取組状
況

昨年度
評価：Ａ

46

　必要に応じて常勤弁護士を
複数配置するなど，常勤弁護
士が受任事件に的確に対応で
き，また，地域のニーズに適
切に対応できる体制を整え
る。
　司法過疎対策地域事務所を
設置していない司法過疎地域
において，より多くの利用者
に，ニーズに応じたサービス
を提供するため，ニーズを十
分に把握し，このような司法
過疎地域に近接する地方事務
所への常勤弁護士の重点配置
等の工夫により，司法過疎地
域における法律サービスを充
実させる。

　関係機関等と連携協力し，
利用者のニーズに適切に対応
したきめの細かいサービスの
提供に努める。

46

　法律事務所を備えた事務所にお
いては、配置地域の関係機関等と
の連携を図り、必要に応じて、民
事法律扶助事件、国選弁護・付添
事件、有償事件等の当事者が抱え
る法的トラブルの総合的な解決に
努める。

(1)利用者のニーズの把握と業務
 　への反映

　犯罪被害者支援に関し、犯罪被
害者やその支援に携わる者の意見
を聴取する機会を地方事務所単位
で各事業年度に１回以上設ける。

5 犯罪被害者支援

4 司法過疎対策を含む常勤弁護士
　に関する業務

　常勤弁護士において、関係機関等に常勤弁護士
及び法テラスの業務内容の理解を求めて連携を図
り、関係機関等が認知する法的トラブルを把握・
対応していくとともに、担当事件の状況に応じ、
事件処理後も関係機関に引き継ぐなどして、法的
トラブルの総合的な解決を図る。

5 犯罪被害者支援

　法律事務所を備えた事務所のう
ち必要な地域においては、常勤弁
護士を複数配置し、民事法律扶助
事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を
整える。
　司法過疎地域事務所を設置して
いない司法過疎地域において、適
切な法律サービスを提供するた
め、必要に応じて、このような司
法過疎地域に近接する地への常勤
弁護士の重点配置等の工夫に努め
る。

45

　支援センターの具体的な業
務の在り方について，犯罪被
害者やその支援に携わる関係
者の意見を聴取する機会を設
ける。

(5)司法過疎対策を含む常勤弁護
 　士に関する業務

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映

　地方事務所ごとに、犯罪被害者やその支援に携
わる者の意見を聴取する機会を、平成２３年度に
１回以上設ける。

　司法過疎地域事務所を設置していない司法過疎
地域において、適切な法律サービスを提供するた
め、必要に応じて、このような司法過疎地域に近
接する地への常勤弁護士の重点配置等の工夫に努
める。
　民事法律扶助事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を整えるため、法
律事務所に複数の常勤弁護士を配置するよう努め
る。

4 司法過疎対策を含む常勤弁護士に関する業務

44



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

②提供するサービスの質の向上 (2)提供するサービスの質の向上 (2)提供するサービスの質の向上

ア 　犯罪被害者に対し，被害
を受けたときからの時間の
長短を問わず，その心情に
十分配慮した懇切・丁寧か
つ迅速・適切な情報提供に
努める。犯罪被害者に対す
る情報提供に関して，これ
までの相談内容やそれへの
対応状況，犯罪被害者の意
見を踏まえてできるだけ効
率的な業務運営を行いつ
つ，質の向上を図るよう努
める。

① ① 被害者の心情
に配慮した適
切な情報提供
の実施に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

48

イ 　効率的な業務運営を行い
つつサービスの質の向上を
図るため，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員が配
置されている地方事務所に
おける犯罪被害者支援担当
窓口対応専門職員が勤務し
ていない時間帯における犯
罪被害者に対する窓口での
情報提供，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員が配
置されていない地方事務所
における犯罪被害者に対す
る窓口での情報提供に当
たっては，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員以外
で犯罪被害者に対する窓口
における情報提供を担当す
る職員に対し，必要な研修
を行うことなどにより二次
被害を防止するなど，犯罪
被害者の心情に配慮した質
の高いサービスの提供を図
る。

② ② 犯罪被害者に
対する窓口で
の情報提供を
担当する職員
に対する研修
の実施状況

昨年度
評価：Ａ

48

49

ウ 　犯罪被害者支援に精通し
ている弁護士を紹介する体
制の整備と拡充を図るとと
もに，犯罪被害者及びその
支援に携わる関係者の意見
等を踏まえつつ，日本弁護
士連合会，弁護士会等の関
係機関・団体と連携・協力
して，犯罪被害者支援に携
わる弁護士が提供するサー
ビスの質の向上が図られる
よう努める。

③ ③ 精通弁護士の
確保・紹介体
制の充実及び
これらの弁護
士が提供する
サービスの質
の向上に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

49

50

エ 　経済的に余裕のない犯罪
被害者が民事法律扶助制度
を適切に活用し，被害回復
を行えるように，適切な情
報提供に努める。犯罪被害
者からの民事法律扶助の援
助申込みに対し，より迅速
な援助開始，専門的知見を
有する弁護士の選任などを
通じた充実した援助の提供
に努める。

④ ④ 民事法律扶助
制度等の利用
が適当な犯罪
被害者に対す
る支援状況

昨年度
評価：Ａ

50

47

　犯罪被害者に対する情報提供
に関して、できる限り効率的な
業務運営を行いつつ、これまで
の相談内容やそれへの対応状
況、犯罪被害者の意見を踏まえ
て質の向上を図るよう努めると
ともに、犯罪被害者の心情に十
分に配慮した懇切・丁寧かつ迅
速適切な情報提供に努める。
　犯罪被害者に対する情報提供
のニーズが高い地方事務所に
は、効率性の観点も踏まえ、犯
罪被害者支援に精通している職
員を適切に配置するなどしてよ
り質の高い情報提供に努める。

47

　経済的に余裕のない犯罪被害者が、民事法律
扶助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を確
実に利用できるよう、適切かつ積極的な情報提
供等を行う。
　犯罪被害者からの民事法律扶助の援助申込み
については、専門相談から弁護士の選任までの
手続を整備することなどにより、より迅速な援
助開始、専門的知見を有する適切な弁護士の選
任等の充実した援助の提供に努める。

　犯罪被害者支援担当窓口対応専門職員以外で
犯罪被害者に対する窓口における情報提供を担
当する職員に対し、二次的被害の防止を始めと
する犯罪被害者支援に関する研修を、平成２３
年度に１回以上実施する。

　犯罪被害者に対する情報提供に関して、でき
る限り効率的な業務運営を行いつつ、これまで
の相談内容やそれへの対応状況、犯罪被害者の
意見を踏まえて質の向上を図るよう努めるとと
もに、犯罪被害者の心情に十分に配慮した迅速
適切な情報提供に努める。
　犯罪被害者に対する情報提供のニーズが高い
地方事務所の窓口対応専門職員に、犯罪被害者
支援に精通している職員を効率的・効果的に配
置する。

　各地方事務所ごとに、弁護士会と連携・協力
し、犯罪被害者支援に精通している弁護士を確
保するとともに、犯罪被害者に対し必要なサー
ビス提供ができるよう、適切に紹介を行う。

　支援センターが提供する犯罪
被害支援の内容及び質を全国的
に均質なものとし、かつ、一定
の水準以上のものとするため、
犯罪被害者支援担当窓口対応専
門職員以外で犯罪被害者に対す
る窓口における情報提供を担当
する職員に対し、二次的被害の
防止を図ることなどを始めとし
た犯罪被害者支援に関する研修
を各事業年度に１回以上実施す
ることなどにより、犯罪被害者
の心情に配慮した質の高いサー
ビスの提供を図る。

　各地方事務所単位において、
犯罪被害者支援に精通している
弁護士を確保するとともに、犯
罪被害者及びその支援に携わる
関係者の意見等を踏まえつつ、
弁護士会等の関係機関・団体と
連携協力して、支援センターを
通じて犯罪被害者支援に携わる
弁護士が提供するサービスの質
の向上を図る。

　経済的に余裕のない犯罪被害
者が、民事法律扶助制度等を確
実に利用できるよう、適切かつ
積極的な助言を徹底する。
　犯罪被害者からの民事法律扶
助の援助申込みについては、専
門相談から弁護士の選任までの
手続を整備することなどによ
り、より迅速な援助開始、専門
的知見を有する適切な弁護士の
選任等の充実した援助の提供に
努める。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

51

寄附金等の自
己収入増加に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

51

52

　 立替金債権等
の管理・回収
計画等の策
定・検証・見
直し及び債権
管理コストの
削減に関する
取組状況

昨年度
評価：Ｂ＋

52

(2)立替金債権等の管理・回収
　 計画等

(1)

(2)民事法律扶助

1 総括

　引き続き，自己収入（寄附
金等）の獲得に努める。

5 財務内容の改善に関する事項

(1)総括

①立替金債権等の管理・回収
　計画等

　年度ごと、地方事務所ごとの
民事法律扶助業務に係る立替金
債権等の管理・回収計画を策定
し、毎年度、同債権等の管理・
回収状況について検証した上、
厳格に評価し、不断に必要な見
直しを行うことにより、償還を
要すべき者からの立替金債権等
の回収に最大限努力して、償還
額の増加を図る。その上で、事
件の解決により財産的な利益を
得られず、資力も回復していな
い生活保護受給者に係る立替金
債権等、償還の見込みがない立
替金債権等については、償却も
含めてその処理を検討し、当該
債権等の特性に応じた運用を図
ることなどにより、債権管理コ
ストの削減を図る。

　民事法律扶助の立替金債権
等の回収に最大限努める。そ
のために，年度ごと，地方事
務所ごとの民事法律扶助業務
に係る立替金債権等の管理・
回収計画を策定し，毎年度，
立替金債権等の管理・回収状
況について検証した上，厳格
に評価し，不断に必要な見直
しを行う。その上で，生活保
護受給者に係る立替金債権
等，償還の見込みがない立替
金債権等については，償却も
含めてその処理を検討し，適
切に対応する。

2 民事法律扶助

　広報活動と連携しながら、一般
人からの寄附等の寄附金の受入れ
等による自己収入の獲得に努める
とともに、刑事裁判の被疑者・被
告人からのしょく罪寄附を受け入
れる。

　刑事裁判の被疑者・被告人からのしょく罪寄附
の受入れを主軸としつつも、広報誌、ホームペー
ジ及びメールマガジンといった広報手段を利用し
て、広く一般人からの寄附金の受入れを呼びか
け、支援センターの寄附制度による自己収入の獲
得に努めるほか、新たな寄附制度の調査・検討を
実施する。

(1)立替金債権等の管理・回収計画等

　地方事務所ごとの民事法律扶助業務に係る立替
金債権等の管理・回収計画を策定し、同債権等の
管理・回収状況について検証した上、厳格に評価
し、不断に必要な見直しを行うことにより、償還
を要すべき者からの立替金債権等の回収に最大限
努力して、償還額の増加を図る。その上で、事件
の解決により財産的な利益を得られず、資力も回
復していない生活保護受給者等に係る立替金債権
等、償還の見込みがない立替金債権等について
は、償却も含めてその処理を検討し、当該債権等
の特性に応じた運用を図ることなどにより、債権
管理コストの削減を図る。

2 民事法律扶助

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び
　資金計画

　民事法律扶助制度は、弁護
士・司法書士費用を立て替える
制度であり、その実施のために
国費が投入されていることか
ら、財政負担を抑制しつつ、援
助を必要とする国民等に適切に
サービスを提供するためには、
償還金の確保が極めて重要であ
る。そのために、以下の取組等
を行う。

1 総括

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含
　む。）、収支計画及び資金計画



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

効率的で効果
的な回収方法
の検討及び実
施状況

昨年度
評価：Ｂ＋

①

②

③

④

⑤

⑥

(1)有償受任等による自己収入 (1)有償受任等による自己収入

54

有償事件の受
任等による自
己収入増加に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

54

(2)財政的支援の獲得 (2)財政的支援の獲得

55

地方公共団体
等からの財政
的支援獲得に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

55

56

分かりやすい
形での財務内
容の公表に関
する取組状況

昨年度
評価；Ｂ

56

　償還を要すべき者に対して
は，初期滞納の段階での回収
率の向上を図る，長期滞納者
に対するものも含め効率的で
効果的な回収方法を工夫す
る，償還率の高い地方事務所
における取組を分析し，その
長所を活かして，支援セン
ター全体として効率的で効果
的な回収を行うなどの対策を
検討し，適切に実施する。
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　これらの取組により、平成２２年度と比較して
償還率を向上させるよう努めるほか、より適切か
つ機動的な債権管理を実現するための環境整備と
してシステム改修を検討・開始する。

　電話による督促を引き続き実施することで、
被援助者との連絡を密にして、その生活状況等
に応じた償還月額の調整を行い、継続的な償還
を図る。

3 司法過疎対策

　コンビニエンスストアを利用
した償還方法を整備して初期滞
納の段階での回収の改善を図る
とともに、例えば、①償還率の
高い地方事務所における取組を
分析し、その長所を活かした全
国一律の督促指針を立てて実施
する、②集中的に督促を行うた
めの体制を整備する、③援助開
始時における償還制度の説明を
更に徹底して被援助者の償還に
向けた意識付けを強化する、④
電話による督促を含め、被援助
者との連絡を密にして、その生
活状況等に応じた償還月額の調
整を行い、継続的な償還を図る
などの方法により、償還を要す
べき立替金債権について、長期
滞納者に対するものも含め、地
方事務所と連携しつつ、支援セ
ンター全体として効率的で効果
的な回収を図る。これらの取組
を的確に実施することにより、
毎年度、前年度と比較して償還
率を向上させるよう努める。

(2)効率的で効果的な回収方法の工夫等
(3)効率的で効果的な回収方法の
 　工夫等

　有償事件の受任等により自
己収入を適切に確保する。

　司法過疎地域に設置した事務所
においては、民事法律扶助事件、
国選弁護・付添事件に適切に対応
した上で、有償事件の受任等によ
り、自己収入を確保する。

①有償受任等による自己収入

②効率的で効果的な回収方法の
　工夫等

(3)司法過疎対策
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(4)財務内容の公表

　コンビニエンスストアを利用した償還方法を
整備して、初期滞納の段階での回収の改善を図
る。

　償還率の高い地方事務所における取組を分析
し、その長所を活かした全国一律の督促指針を
立てて実施する。

　集中的に督促を行うための体制を整備する。

　援助開始時における償還制度の説明を更に徹
底して被援助者の償還に向けた意識付けを強化
する。

　国と地方の役割分担の観点
を踏まえつつ，地方公共団体
その他関係機関・団体からの
財政的支援の獲得に努める。

　電話等による督促の実施により、債権回収の
現状を常に把握し、現状に応じた督促方法を検
討・実施する。

②財政的支援の獲得

4 財務内容の公表

　財務内容の一層の透明性を
確保する観点から，セグメン
ト情報等の決算情報の公表の
充実を図る。

　地方公共団体その他関係機関・団体からの財政
的支援（例えば、事務所の無償又は廉価な借料で
の貸与等）の獲得に努める。

　司法過疎地域に設置した事務所においては、民
事法律扶助事件、国選弁護・付添事件に適切に対
応した上で、有償事件の受任等により自己収入を
確保する。

　財務内容について、一層の透明
性を確保し、国民その他の利害関
係者への説明責任を果たすため、
セグメント情報の充実その他事業
報告書の明解な表示を工夫する等
より分かりやすい形で情報開示を
行なう。

　財務内容について、一層の透明性を確保し、国
民その他の利害関係者への説明責任を果たすた
め、セグメント情報の充実その他事業報告書の明
解な表示を工夫する等より分かりやすい形で情報
開示を行なう。

5 財務内容の公表

　国と地方の役割分担の観点を踏
まえつつ、地方公共団体その他関
係機関・団体からの財政的支援
（例えば、事務所の無償又は廉価
な借料での貸与等）の獲得に努め
る。

3 司法過疎対策

　償還を要すべき立替金債権について、長期滞納
者に対するものも含め、地方事務所と連携しつ
つ、支援センター全体として効率的で効果的な回
収を図るために、以下の取組について検討し、費
用対効果の観点も踏まえ、実施可能なものから速
やかに実施する。



 
評価 評価理由中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

自己
評価

評価の指標 実績（要旨）中期目標

57

予算・収支計
画・資金計画
の実施状況

昨年度
評価：Ａ 57

短期借入金の
状況

剰余金の使途
についての状
況

業務量や適切
に評価した各
職員の能力に
応じた施設・
設備・人的体
制の確保に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ａ
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　重要な財産の処分に関する計画
の見込みはない。

　剰余金は、情報提供に関する業
務の充実、制度周知徹底活動の充
実及び職員研修の充実に充てる。

　利用者のニーズに機動的か
つ柔軟に対応して業務運営を
行うことができ，また，効率
的で効果的な業務遂行のため
に必要な人的・物的体制の維
持を図る。

　5 予算、収支計画及び資金計画

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保
　に供しようとするときは、その計画

6 予算、収支計画及び資金計画

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする
　ときは、その計画

Ⅶ　剰余金の使途

(1)予算

(2)収支計画

(3)資金計画

Ⅶ　剰余金の使途

　重要な財産の処分に関する計画の見込みはな
い。

　短期借入金の限度額は、３６億
円とし、短期借入金は、運営費交
付金等の資金の出入に時間差が生
じた場合、その他不測の事態が生
じた場合に充てるために用いるも
のとする。

　短期借入金の限度額は、３６億円とし、短期借
入金は、運営費交付金等の資金の出入に時間差が
生じた場合、その他不測の事態が生じた場合に充
てるために用いるものとする。

Ⅴ　短期借入金の限度額Ⅴ　短期借入金の限度額

6 その他業務運営に関する重要
　事項

　業務量に応じた施設・設備・人
的体制の確保を図りつつ、組織の
活性化を図るため、国家公務員の
人事評価制度に準じた評価制度な
どを活用しながら、能力主義に基
づく的確な職員の採用及び人事配
置に取り組む。

　業務量に応じた施設・設備・人的体制の確保を
図りつつ、組織の活性化を図るため、国家公務員
の人事評価制度に準じた評価制度などを活用しな
がら、能力主義に基づく的確な職員の採用及び人
事配置に取り組む。

Ⅷ　その他法務省令で定める業務運営に関する事項

施設・設備、人事に関する計画施設・設備、人事に関する計画

Ⅷ　その他法務省令で定める業務
　運営に関する事項

　剰余金は、情報提供に関する業務の充実、制度
周知徹底活動の充実及び職員研修の充実に充て
る。
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